
平成18年11月 9日平成19年 3月期 中間決算短信(連結)
上 場 会 社 名 理 研 電 線 株 式 会 社 上 場 取 引 所 東

コ ー ド 番 号 580 8 本社所在都道府県 東 京 都

（ＵＲＬ http://www.rikensen.co.jp ）

代 表 者 役 職 名 取 締 役 社 長 氏 名 橋 本 　 四 郎
問合せ先責任者 役 職 名 取 締 役 経 理 部 門 担 当

氏 名 岩 本 　 隆 二 Ｔ Ｅ Ｌ (     )03 3542－3711
中間決算取締役会開催日 平 成 18年 11月  9日
親会社等の名称 古河電気工業株式会社 (コード番号:    )5801親会社等における当社の議決権所有比率：     64.1％
米国会計基準採用の有無 無

1.18年 9月中間期の連結業績 (   ～   )平 成18年 4月 1日 平 成18年 9月30日
( 1 )連結経営成績

売 上 高 営 業 利 益 経 常 利 益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

18年 9月中間期        9,588    33.1         301    50.2         297     3.1
17年 9月中間期        7,204    △2.7         200   △54.3         288   △45.3

18年 3月期       14,964－          340－          479－

1株 当 た り 中 間 潜在株式調整後1株当中間(当期)純利益 (当 期 )純 利 益 たり中間(当期)純利益
百万円 ％ 円 銭 円 銭

18年 9月中間期          155   131.2           7.23－
17年 9月中間期           67   △74.7           3.12－

18年 3月期          174－           8.10－

(注 )1.持分法投資損益 18年 9月中間期 △6百万円 17年 9月中間期            1百万円
18年 3月期            3百万円

2.期中平均株式数(連結)18年 9月中間期     21,540,007株 17年 9月中間期     21,542,615株
18年 3月期     21,541,652株

3.会計処理の方法の変更 無
4.売上高、営業利益、経常利益、中間（当期）純利益におけるパーセント表示は、対前年中間期増減率

( 2 )連結財政状態

総 資 産 純 資 産 自 己 資 本 比 率 1株当たり純資産
百万円 百万円 ％ 円 銭

18年 9月中間期       12,889       3,803     29.3         176.57
17年 9月中間期       11,435       3,529     30.9         163.82

18年 3月期       12,268       3,701     30.2         171.85
(注 )期末発行済株式数(連結)18年 9月中間期     21,539,855株 17年 9月中間期     21,542,083株

18年 3月期     21,540,158株

( 3 )連結キャッシュ ･ フローの状況
営 業 活 動 に よ る 投 資 活 動 に よ る 財 務 活 動 に よ る 現金及び現金同等物
キャッシュ･フロー キャッシュ･フロー キャッシュ･フロー 期 末 残 高

百万円 百万円 百万円 百万円
18年 9月中間期         △320         △150          △28        1,288
17年 9月中間期          155        △169         △217        1,264

18年 3月期          741        △201         △255        1,789

( 4 )連結範囲及び持分法の適用に関する事項
連結子会社数    社  持分法適用非連結子会社数    社  持分法適用関連会社数    社    9     0     1

( 5 )連結範囲及び持分法の適用の異動状況
連結 (新規 )    社  (除外 )    社  持分法 (新規 )    社  (除外 )    社－ － － －

2.19年 3月期の連結業績予想 (   ～   )平 成18年 4月 1日 平 成19年 3月31日

売 上 高 経 常 利 益 当 期 純 利 益
百万円 百万円 百万円

通 期       18,500         490         200

(参考 ) 1株当たり予想当期純利益 (通期 )           9円29銭
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企 業 集 団 の 状 況 

 

当社グル－プ（当社及び当社の関係会社）は、当社（理研電線株式会社）、親会社（古河電気工業株式会

社）、子会社９社及び関連会社１社で構成され、エレクトロニクス材料、電子部品・加工品、光エレクトロニクス

部品、電線・ケ－ブル、プラスチック製品等の製造販売を主な内容としております。 

当社グル－プの事業に係わる位置づけ及び事業の種類別セグメントとの関連は次の通りであります。 

 

１．エレクトロニクス・光部品事業 

１）エレクトロニクス材料 

理研電線㈱が大半を製造し、各ユ－ザ－に販売しております。また、線材の一部は親会社古河電

気工業㈱より購入しております。なお、連結子会社台湾理研電線(股)・理研電線有限公司は、焼付塗

装電線の製造、販売を行っており、その販売先は、主に台湾及び香港の日系企業であります。また、

連結子会社理伸工業㈱で一部の加工を行っており、連結子会社㈱中越理研は理研電線㈱のダイス

の加工をしております。 

２）電子部品・加工品、光エレクトロニクス部品 

理研電線㈱及び連結子会社理研電装㈱、理研特機㈱で一部の加工を行っており、各ユ－ザ－へ

販売しております。また、関連会社新藤興業製造廠有限公司(香港)は、電子部品・光部品の加工を行

い一部は理研電線㈱に納入しております。 

 

２．電線・ケ－ブル事業 

１）電線・ケ－ブル 

理研電線㈱が大半を製造し、各ユ－ザ－に販売しており、連結子会社理研加工㈱で一部を加工し

ております。 

２）その他（裸線等） 

理研電線㈱が大半を製造し、各ユ－ザ－に販売しております。 

 

３．プラスチック事業他 

１）プラスチック製品 

理研電線㈱が製造し、すべて親会社古河電気工業㈱に販売しております。 

２）金網等 

連結子会社理研興産㈱は、金網の加工を行い理研電線㈱が各ユ－ザ－へ販売しております。 
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事業の系統図は次の通りです。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

原材料 

得      意      先 親会社   古河電気工業㈱ 

ﾌﾟﾗｽﾁｯｸ事業他 

子会社 
理研加工㈱ 

子会社 
理研電子㈱ 
理研電装㈱ 
理研特機㈱ 
㈱中越理研 
理伸工業㈱ 

関連会社 
新藤興業製造 
廠有限公司 

製 

品 

製 

品 

原
材
料 

製 
品 

製 

品 

外
注
加
工 

外
注
加
工 

製 品 
子会社 
台湾理研電線（股）
 
理研電線有限公司 

ｴﾚｸﾄﾛﾆｸｽ・光部品事業 

兄弟会社 古河産業㈱ 

原
材
料 

原
材
料 

子会社 
理研興産㈱ 

当            社 

ｴﾚｸﾄﾛﾆｸｽ・光部品事業 電線・ケーブル事業
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「経営方針」及び「経営成績」 

 

経 営 方 針 

 

１．経営の基本方針 

当社グル－プは、主として生産財の受注生産を行う製造業としての事業基盤に基づき、次の「企業理

念」と「経営方針」の下で、２１世紀に先進技術企業として存続発展することにより、お客様、株主の皆様、

従業員の関係者をはじめ広く社会に貢献していくことを目指しております。 

  ［企業理念］ 

わたくしたちは、お客様に魅力ある製品やサービスを提供することにより、社業の発展と当社に関係

するすべてのひとびととの繁栄をはかり、広く社会に貢献します。 

  ［経営方針］ 

   １．＋α精神でお客様第一に徹する。 

   ２．お客様の立場で考えた品質を実現する。 

   ３．人間性尊重と総力結集により活力ある会社を目指す。 

   ４．企業の永続と成長のために新しい機会への挑戦を積極的に行う。 

   ５．率先垂範と権限委譲により、経営のスピードアップをはかる。 

 

２．利益の配分に関する基本方針 

１）当社グループは、①お客様に満足される価格と品質で製品を提供することにより利益を獲得し、②必要

な内部留保を考慮しながら株主の皆様への配当を行い、③当社グループの企業規模と利益水準に応じ

た賃金や報酬を支払うことにより、従業員・役員等の社内関係者に報いるよう努めてまいります。 

２）配当についての基本的な考え方は次のとおりです。 

① 当期の業績、内部留保の必要性、今後の資金繰りを勘案して実施の可否を判断いたします。 

② 当社グループの業績のほとんどは単体の業績が占めており、グループ全体の資金繰りも単体の資

金繰りが中心であるため、原則として単体の当期純利益額に応じた配当といたします。 

③ 目標配当性向を３０％といたします。 

３）上記の内部留保は、中期的には財務体質の改善と設備投資を目的としており、設備投資は国内設備

の維持更新と海外の生産拠点強化のための資金が中心となります。 

 

３．投資単位の引き下げに関する考え方 

当社の現在の投資単位は、東京証券取引所の市場において、投資家各位にとって不都合な状況に

はないものと判断しておりますので、投資単位の引き下げを行う計画はありません。 

 

４．目標とする経営指標、中期的な経営戦略および対処すべき課題 

１）当社グループの中期的な経営戦略は、①国内については子会社を含めた事業体制の再編成を行い、

②中国・台湾を拠点としたアジア地区での売上高の拡大と競争力強化を図り、③収益性と安定性を改善

することであります。 

２）当社グループは、利益率の向上と財務体質の改善が経営の最重要課題と考えており、これらの向上と

改善を示す経営指標について、①売上高経常利益率８％以上、②自己資本比率３５％以上、③デット・

エクイティー・レシオ０．７未満、の中期目標を設定しております。 

   また、財務体質の改善のために継続して借入金の返済を進める所存であり、予想キャッシュフローに基

づく資金管理を徹底し、設備投資をはじめとする各種投資と借入金の返済を、自己資金の範囲で両立さ
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せながら推進いたします。 

 ３）セグメント別の中期的戦略は次のとおりです。 

①競争優位製品であるエレクトロニクス材料については、高付加価値品の一層の強化と、海外生産の

強化を図り、長期に収益性を維持する。 

②電子部品・加工品については新製品開発による事業規模の拡大と利益確保を図る。 

③光エレクトロニクス部品事業については、小規模事業として維持しながら利益確保を図る。 

④電線・ケ－ブルについては、競争力強化と一層の受注開拓により安定した利益確保を図る。 

⑤プラスチック製品については、コストダウンにより受注の安定化を図る。 

 

５．親会社等に関する事項 

１） 親会社の商号等 

  名 称   属  性 議決権所有割合 上場証券会社 

古河電気工業株式会社   親会社  64.10％ 株式会社東京証券取引所 

株式会社大阪証券取引所 

株式会社名古屋証券取引所 

 

２） 親会社の企業グループにおける当社の位置づけ、その他当社と親会社の企業グループとの関係 

(1)位置づけ 

親会社の企業グループは、電線・ケーブル、光通信機器・部品、プラスチック製品、伸銅品、アルミ圧

延製品等の製造販売を行なっております。当社は電線・ケーブルや光部品等の事業領域を担ってお

りますが、大半の製品は親会社のブランドとは異なる当社ブランドにより販売しております。 

(2)資本関係 

当社と親会社の資本関係以外に、当社と親会社の企業グループ他社との間には、特筆すべき資本

関係はありません。 

(3)取引関係 

①当社は、親会社および親会社の他の子会社である古河産業株式会社と定常的に取引を行ってお

ります。主な定常的取引は次ぎのとおりです。 

ⅰ）親会社から通信ケーブルおよびプラスチック製品のＯＥＭ生産を受託しており、当該ＯＥＭ生産

品の主要材料を親会社から購入して加工したうえで、親会社に販売しております。 

当社の連結売上高に占める親会社からのＯＥＭ生産品の割合は、昨年度の実績で 15％程度で

あり、約 85%は当社ブランド製品の売上です。 

ⅱ）当社ブランド製品の生産のために、親会社の製造した製品（銅線）を、古河産業㈱を通して当社

の原材料として購入しており、当社の使用銅線の 60～70%は親会社の製品です。 

ⅲ）当社は、親会社の千葉県市原市の工場内の一部を賃借して電線・ケーブル事業を行うとともに、

当社の千葉県市川市にある工場用地を親会社に製品倉庫として賃貸しております。 

②当社と親会社の間には、上記以外に、金銭等の貸借関係、保証・被保証の関係、主要な製品に係

るライセンス供与等の特筆すべき関係はありません。 

③当社と親会社の企業グループ他社との間には、上記以外に、特筆すべき定常的取引関係はありま

せん。 

(4)人的関係 

①親会社の役員の兼務状況・出向者の受け入れ状況 

ⅰ）コーポレート・ガバナンス確保のために、親会社の役員２名が当社の社外監査役に就任してい

ます。 
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ⅱ）親会社から受託したＯＥＭ生産遂行のために、親会社の従業員１名を出向者として当該製品製

造部門に受け入れています。 

②近年の当社の社長は親会社の出身者です。当社の現在の取締役６名の中３名（含社長）は、親会

社の元役員または元従業員です。 

③当社と親会社の企業グループ他社との間には人的関係はありません。 

 

３)親会社の企業グループに属することによる事業上の制約、リスク及びメリット、その他当社の経営・事業

活動に与える影響等 

(1)当社の連結売上高の主要部分を占める当社ブランド製品については、当社は親会社およびその企

業グループ他社とは関係なく、独自の研究開発と営業活動により事業を行なっております。 

(2)当社ブランド製品の中には、親会社およびその企業グループ他社が生産・販売する製品と類似する

製品がありますが、品種・サイズ等で異なっており、基本的に事業の棲み分けが成り立っています。 

(3)当社ブランド製品の主要得意先業界は景気の波が大きい業界ですが、当社ブランド製品の業績が

思わしくない場合は、親会社からのＯＥＭ生産受託が、当社の利益の下支えとなっている面がありま

す。 

(4)親会社とその企業グループ各社の基本的関係は、親会社が定める企業グループ運営のルールに即

して行なわれますが、ⅰ）当社の事業の中核は親会社およびグループ企業他社の製品と異なる当社

ブランド製品であり、ⅱ）親会社の現役員・従業員は、当社の社外監査役に就任している以外に当社

の取締役や経営幹部を兼務していない、ⅲ）親会社からの金銭の借入、保証の受け入れ、重要な技

術導入などがないことにより、当社の日常経営においては、当社の取締役会での意思決定のもとに

自主的な経営が行なわれております。 

(5)親会社およびその企業グループ他社との取引においては、親子関係や同一グループの関係に依拠

した特殊な取引条件を排して、市場における一般的な条件に即した取引を行なっており、例えば当社

の主用原材料の一つである銅線については、親会社の製品のみならず、価格メリットがある場合は

他社製品を購入しております。親子間や同一グループ内での取引においても、市場価格や市場にお

ける一般的な条件での取引を行なうことが、相互の市場における競争力を確保することに繋がると考

えております。 

   

 

経 営 成 績 

１．当中間期の概況 

１）当上半期の国内経済は、全般的に堅調な景気動向が続いたものの、原油や一部の金属素材の価

格が更に高騰しました。 

当社グループの業績は、受注は総じて堅調であったものの、銅線、燃料、石油製品などの原材

料価格が高騰し、製造コストが上昇しました。特に銅価格は、前半に異常な高騰を示し、売値銅価

格と仕入銅価格の間に大きな差損が生じましたが、後半は騰勢が頭打ちとなり、価格高騰の売値

への反映も進んで差損は縮小し、損益水準が銅価格の変動に伴って大きく変動いたしました。 

２）売上高は、全体として堅調な受注動向に加え、銅を使用した製品については銅価格高騰が売値に

反映されたため、前年同期比で大きく増加し、全体では前年同期比 33.1%増の 9,588 百万円となり

ました。 

損益面では、前半の銅価格高騰で大きな銅価差損を被ったものの、その後銅価格が横這いに

なるとともに売値改善が進み、一貫して堅調であった受注に支えられて、当中間期の損益は当初

予想を上回るとともに、前年同期を上回りました。営業利益は 301 百万円、経常利益は 297 百万円、
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当期純利益は 155 百万円となりました。 

なお、当中間期も従来通り中間配当は行わず、通期の業績を踏まえた上で期末配当を行う所存

でありますので、なにとぞご理解のほどお願い申し上げます。 

３）その他事業運営のトピックスは次の通りです。 

①新潟県新潟市にある焼付塗装電線およびステンレス線製造の主力工場では、併用していた自

家発電設備を廃棄して、全面的に電力会社からの受電に切り替えるインフラ整備を行なっており、

この年末の完成予定以後は、エネルギーコストの低減に役立つ見通しです。 

②千葉県市原市の親会社の工場内に移転した電線・ケーブル事業は、親会社からの通信・信号ケ

ーブルの受注が増加傾向にあり、規模は小さいながら、同事業としては久しぶりに国内で増産

用の設備改善を行うことになりました。 

③兵庫県丹波市の工場で親会社から OEM 生産を受託しているプラスチック事業については、発泡

製品製造ラインを増設する検討が開始され、計画通り進展すれば来年度半ばに製造が開始さ

れる見通しです。 

４）目標とする経営指標の推移は次のとおりです。 

（連結） 目標値 15 年3 月期 16 年3 月期 17 年3 月期 18 年3 月期 18 年 9 月 

中間期 

売上高 

経常利益率 

8%以上  3.7%    4.8%    3.8%    3.2% 3.1% 

自己資本比率 35%以上 26.3%   28.8%   30.3%  30.2%  29.3% 

ﾃﾞｯﾄ・ｴｸｲﾃｨｰ 

・ﾚｼｵ 

0.7 未満    1.63     1.25   0.98    0.87   0.87 

①銅価格高騰による売上高の増加が大きいため売上高経常利益率は若干低下しました。 

②運転資金増加などにより総資産額が大きく増加したため、自己資本比率は低下しました。 

③ﾃﾞｯﾄ・ｴｸｲﾃｨｰ・ﾚｼｵについては今期から目標値を 0.7 未満に設定いたしましたが、比率に変化は

ありませんでした。 

    

２．部門別の状況 

（エレクトロニクス・光部品事業） 

①エレクトロニクス材料の売上高は、堅調な受注に加えて銅価格高騰が売値に反映されたため、前年

同期比で、焼付塗装電線は 60.5%の増加、電子部品用メッキ線は 51.9%の増加となり、ｽﾃﾝﾚｽ線も堅

調な受注に支えられて5.7%の増加となりました。損益面では、前半の銅価格異常高騰により多額の銅

価差損が生じたものの、その後は銅価格が横這い傾向となり差損は縮小するとともに、堅調な受注に

支えられて前年同期を上回る利益を確保することができました。 

②電子部品・加工品の売上高は、前年同期比で若干のマイナスとなりました。 

③光エレクトロニクス部品の売上高は、前年同期比で 5.6%増加しました。 

④当事業全体の売上高は前年同期比 37.0%増の 7,640 百万円、営業利益は前年同期より大幅に増加し、

271 百万円となりました。 

 

（電線・ケ－ブル事業） 

①電線・ケーブルの売上高は、例年上半期の受注は低調なものの、銅価格の高騰が一部売値に反映

されたこともあり、前年同期比で 15.7%増加しました。その他（裸銅線・合金線等）も銅価格の高騰によ

り大きく増加し、当事業全体の売上高は前年同期比 24.4%増の 1,305 百万円となりました。 

②損益は、銅価格高騰により大きな銅価差損が生じたことと、前期末に工場を移転した後操業の安定
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化に手間取ったため、当中間期は 30 百万円の営業損失となりました。 

③前期末に当社の市川工場を親会社の千葉工場内に移転したことに伴い、親会社からの通信・信号ケ

ーブルの受注は増加傾向にあります。 

 

（プラスチック事業他） 

プラスチック製品は、エアコン用断熱パイプなどの発泡製品の受注が前年同期を上回ったため、売上高

は前年同期比で 12.1%増加し、金網等を含めた当事業全体の売上高は前年同期比 11.1%増の 642 百万

円となりました。営業利益も前年同期を上回る 60 百万円となりました。 

 

３．通期の見通し 

１）この下半期は、米国やアジア全体の景気の緩やかな減速と、IT・デジタル関連業界での在庫調整の可

能性が予測されております。当社の受注動向には、例年の季節性の傾向以外には、今のところ大きな

変化は見られませんが、今後不透明さが増すものと思われます。        

高騰した銅や原油・石油製品などの原材料価格は、今後は値下がりに転じる可能性があるものの、

当面は高止まりの状態が予想されます。 

焼付塗装電線・ステンレス線・メッキリード線のエレクトロニクス材料は、季節性の要因を含めて受注

が低下するものと予想しており、売上高、利益ともに上半期より減少するものと予想します。電線・ケー

ブルは、エレベーターケーブルの売値改善が進むとともに需要繁忙期に入るため、上半期より損益は

改善される見通しです。プラスチック製品は季節性の要因から売上・損益とも上半期より減少する予定

です。また、今後円高傾向となり為替差損が発生するものと予想します。 

通期の業績予想は次の通りです。 

   売 上 高   経常利益   当期純利益  １株当たり配当金 

   ［連結］    １８５億円    ４．９億円    ２．０億円      － 

   ［単体］    １４０ 〃     ４．８ 〃    ２．３ 〃     ３円（期末） 

２）中国深 の焼付塗装電線の製造拠点は、当期に営業損益段階で黒字化の定着を目指しておりま

すが、当上半期の前半の銅価格の異常高騰により、大きな銅価差損が発生して損益が悪化しまし

た。その後は銅価格も横這い傾向となり、銅価差損は縮小しておりますので、下半期には黒字化

を達成できるものと期待しております。  

   

（注）上記の業績見通しは、本資料作成時点で入手可能な情報に基づき判断したものであり、実際の業績は

さまざまな要因によって、上記業績見通しと異なる可能性があります。 

 

 

財 政 状 態 

 

１．中間連結会計期間の状況 

当中間連結会計期間末における連結ベースの現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は

1,288,872 千円となり、前連結会計年度末より 500,788 千円の減少となりました。 

当中間連結会計期間における各キャッシュ・フローの状況と増減要因は次のとおりであります。 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

営業活動の結果使用した資金は 320,318 千円となりました。これは主に減価償却費 200,401 千円、税

金等調整前中間純利益 266,037 千円、工場移転補償金の受取額 420,000 千円、仕入債務の増加額

991,969 千円や、売上債権の増加額 1,413,133 千円、たな卸資産の増加額 321,699 千円等によるもので
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あります。 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

投資活動の結果、使用した資金は 150,916 千円となりました。これは主に投資有価証券の売却による

収入 65,249 千円、有形固定資産の取得による支出 216,555 千円によるものであります。 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

財務活動の結果使用した資金は 28,511 千円となりました。これは主に短期借入による収入 307,880

千円が発生する一方、短期借入金の返済 270,000 千円及び配当金の支払が 64,159 千円あったことによ

るものであります。 

 

２．当連結会計年度の見通し 

営業活動によって得られる資金は、税金等調整前利益と減価償却費相当額等を見込んでおります。 

投資活動によって使用される資金は、有形固定資産の取得等による支出を見込んでおります。 

財務活動に使用される資金は、借入金の返済を見込んでおります。 

 

３．キャッシュ・フロー指標のトレンド 

 平成 15 年９月期 平成 16 年９月期 平成 17 年９月期 平成 18 年９月期 平成 18 年３月期 

自己資本比率(％) 27.9 30.1 30.9 29.3 30.2 

時価ベースの 

自己資本比率(％) 
22.7 31.3 46.9 36.8 44.8 

債務償還年数(年) 4.7 4.5 10.5 ─ 4.4 

インタレスト・カバレッ

ジ・レシオ 
19.7 17.7 7.8 ─ 16.6 

（注） 自己資本比率：自己資本／総資産 

時価ベースの自己資本比率：株式時価総額／総資産 

債務償還年数：有利子負債／営業キャッシュ・フロー 

インタレスト・カバレッジ・レシオ：営業キャッシュ・フロー／利払い 

 

（補足） 

１．各指標は、いずれも連結ベースの財務数値により計算しております。 

２．株式時価総額は、期末株価終値×期末発行済株式総数により算出しております。 

３．営業キャッシュ・フローは連結キャッシュ・フロー計算書の営業活動によるキャッシュ・フローを使用してお

ります。 

４．有利子負債は、連結貸借対照表に計上されている負債のうち利息を支払っている全ての負債を対象とし

ております。また、利払いについては、連結キャッシュ・フロー計算書の利息の支払額を使用しておりま

す。 

５．債務償還年数の中間期での計算は、営業キャッシュ・フローを年額に換算するため２倍しております。 
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金　　　　額 構成比 金　　　　額 構成比 金　　　　額 構成比

％ ％ ％ 

8,572,142 66.5 6,928,645 60.6 7,826,915 63.8 745,227 

現 金 及 び 預 金 1,289,172 1,265,375 1,790,260 △ 501,088 

受 取 手 形 及 び 売 掛 金 5,540,802 4,014,618 4,205,290 1,335,512 

た な 卸 資 産 1,503,306 1,417,693 1,183,127 320,179 

繰 延 税 金 資 産 71,496 81,469 82,782 △ 11,286 

そ の 他 173,574 154,219 572,634 △ 399,060 

貸 倒 引 当 金 △  　6,208 △  　4,729 △  　7,178 970 

4,317,088 33.5 4,507,149 39.4 4,441,174 36.2 △ 124,086 

3,380,477 26.2 3,616,658 31.6 3,451,705 28.1 △ 71,228 

建 物 及 び 構 築 物 920,794 1,036,695 965,200 △ 44,406 

機 械 装 置 及 び 運 搬 具 1,354,406 1,608,684 1,473,069 △ 118,663 

工 具 器 具 及 び 備 品 139,963 143,637 128,838 11,125 

土 地 812,910 804,169 815,096 △ 2,186 

建 設 仮 勘 定 152,404 23,473 69,502 82,902 

3,753 0.0 11,820 0.1 11,016 0.1 △ 7,263 

932,858 7.3 878,671 7.7 978,453 8.0 △ 45,595 

投 資 有 価 証 券 610,872 642,974 696,439 △ 85,567 

繰 延 税 金 資 産 181,147 144,278 158,328 22,819 

そ の 他 194,242 121,775 126,402 67,840 

貸 倒 引 当 金 △  　53,403 △  　30,356 △  　2,716 △ 50,687 

12,889,230 100.0 11,435,794 100.0 12,268,089 100.0 621,141 

連 結 貸 借 対 照 表

（単位：千円未満四捨五入）

前連結会計年度比

金　　　　額

当中間連結会計期間末

（平成１８年９月３０日現在）

前中間連結会計期間末

（平成１７年９月３０日現在）

前連結会計年度

（平成１８年３月３１日現在）

資　産　合　計

投資その他の資産

科　　　　　　目

有 形 固 定 資 産

無 形 固 定 資 産

流　動　資　産

固　定　資　産

資産の部
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金　　　　額 構成比 金　　　　額 構成比 金　　　　額 構成比

％ ％ ％ 

7,647,451 59.3 6,383,835 55.8 7,040,810 57.4 606,641

3,710,936 2,483,801 2,850,840 860,096

3,263,884 3,254,764 3,227,364 36,520

321,199 317,912 340,429 △ 19,230

105,362 276,333 △ 170,971

13,067 12,829 12,162 905

233,003 314,529 333,682 △ 100,679

1,438,546 11.2 1,488,734 13.0 1,491,961 12.1 △ 53,415

7,497 11,781 9,639 △ 2,142

1,345,154 1,343,458 1,364,627 △ 19,473

85,895 133,495 117,695 △ 31,800

9,085,997 70.5 7,872,569 68.8 8,532,771 69.5 553,226

34,140 0.3 33,598 0.3 

1,870,500 16.4 1,870,500 15.2 

844,489 7.4 844,489 6.9 

989,585 8.6 1,096,763 8.9 

30,355 0.3 55,922 0.5 

△  　204,601 △1.8 △  　164,234 △1.3 

△  　1,243 △0.0 △  　1,720 △0.0 

3,529,085 30.9 3,701,720 30.2 

11,435,794 100.0 12,268,089 100.0 

1,870,500 14.5 

844,489 6.6 

1,187,776 9.2 

△ 1,810 △0.0 

3,900,955 30.3 

41,851 0.3 

△ 1,755 △0.0 

△ 170,795 △1.3 

△ 130,699 △1.0 

32,977 0.2 

3,803,233 29.5 

12,889,230 100.0 

前中間連結会計期間末

（平成１７年９月３０日現在）

賞 与 引 当 金

固　定　負　債

そ の 他

未 払 法 人 税 等

短 期 借 入 金

前連結会計年度

負 債 純 資 産 合 計

純　資　産　の　部

資 本 金

資 本 剰 余 金

利 益 剰 余 金

株 主 資 本 合 計

その他有価証券評価差額金

退 職 給 付 引 当 金

未 払 費 用

前連結会計年度比

支 払 手 形 及 び 買 掛 金

連　　結　　貸　　借　　対　　照　　表

科　　　　　　目 （平成１８年３月３１日現在）

（単位：千円未満四捨五入）

流　動　負　債

負債の部

当中間連結会計期間末

（平成１８年９月３０日現在）

金　　　　額

利 益 剰 余 金

資 本 金

資 本 剰 余 金

少 数 株 主 持 分

負　債　合　計

そ の 他

長 期 借 入 金

少数株主持分

資本の部

負債、少数株主持分及び資本合計

繰 延 ヘ ッ ジ 損 益

為 替 換 算 調 整 勘 定

少 数 株 主 持 分

その他有価証券評価差額金

資　本　合　計

自 己 株 式

為 替 換 算 調 整 勘 定

自 己 株 式

評 価 ・ 換 算 差 額 等 合 計

純 資 産 合 計

株 主 資 本

評 価 ・ 換 算 差 額 等

12,209,037 千円 12,140,677 千円 12,112,997 千円

  ２．担保に供している資産 1,682,678 1,900,856 1,769,275 

当中間連結会計期間末 前連結会計年度　　
96,040 千円

△86,597       

前中間連結会計期間末
(注)１．有形固定資産の減価償却累計額

前連結会計年度比
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（単位：千円未満四捨五入）

金　　　　額 百分比 金　　　　額 百分比 金　　　　額 増減率 金　　　　額 百分比

％ ％ ％ ％ 

9,588,291 100.0 7,204,881 100.0 2,383,410 33.1 14,964,467 100.0 

8,705,588 90.8 6,419,946 89.1 2,285,642 35.6 13,433,667 89.8 

882,703 9.2 784,935 10.9 97,768 12.5 1,530,800 10.2 

581,629 6.1 584,513 8.1 △  　2,884 △0.5 1,190,692 7.9 

301,074 3.1 200,422 2.8 100,652 50.2 340,108 2.3 

118,633 1.3 122,686 1.7 △  　4,053 △3.3 204,924 1.3 

79,902 30,160 49,742 60,354

1,477 △  　1,477 3,510

6,576 6,576 108,302

32,155 91,049 △  　58,894 32,758

122,004 1.3 34,261 0.5 87,743 256.1 65,829 0.4 

22,773 19,994 2,779 44,725

19,442 5,089 14,353 10,178

6,062 6,062

73,727 9,178 64,549 10,926

297,703 3.1 288,847 4.0 8,856 3.1 479,203 3.2 

21,463 0.2 21,463 536,747 3.6 

902 902 6,747

530,000

20,561 20,561

53,129 0.5 87,524 1.2 △  　34,395 △39.3 614,155 4.1 

14,369 10,638 3,731 44,492

69,448 △  　69,448 69,448

28,601 28,601 492,777

7,438 △  　7,438 7,438

10,159 10,159

266,037 2.8 201,323 2.8 64,714 32.1 401,795 2.7 

108,583 1.2 154,369 2.2 △  　45,786 △29.7 284,370 1.9 

2,442 0.0 △  　20,954 △0.3 23,396 △  　57,119 △0.4 

622 0.0 △  　592 △0.0 1,214 △  　50 △0.0 

155,634 1.6 67,316 0.9 88,318 131.2 174,494 1.2 

貸 倒 引 当 金 戻 入 額

少 数 株 主 損 益

減 損 損 失

投 資 有 価 証 券 売 却 損

工 場 移 転 費 用

中 間 ( 当 期 ) 純 利 益

税金等調整前中間(当期)純利益

法人税、住民税及び事業税

法 人 税 等 調 整 額

そ の 他

売 上 原 価

科　　　　　　目

売 上 高

売 上 総 利 益

営 業 利 益

為 替 差 益

賃 貸 料

営 業 外 収 益

前連結会計年度

自　平成１７年４月　１日

至　平成１８年３月３１日

特 別 退 職 金

自　平成１８年４月　１日 自　平成１７年４月　１日

至　平成１７年９月３０日

持 分 法 に よ る 投 資 利 益

販売費及び一般管理費

営 業 外 費 用

連 結 損 益 計 算 書

前中間連結会計期間比前中間連結会計期間当中間連結会計期間

至　平成１８年９月３０日

支 払 利 息

賃 貸 資 産 費 用

固 定 資 産 廃 棄 損 等

そ の 他

特 別 利 益

特 別 損 失

投 資 有 価 証 券 売 却 益

持 分 法 に よ る 投 資 損 失

工 場 移 転 補 償 金

経 常 利 益
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（単位：千円未満四捨五入）

当中間連結会計期間 前中間連結会計期間 前連結会計年度

自　平成１８年４月　１日 自　平成１７年４月　１日 自　平成１７年４月　１日

至　平成１８年９月３０日 至　平成１７年９月３０日 至　平成１８年３月３１日

金　　　　額 金　　　　額 金　　　　額

753,070 753,070

合 併 に よ る 増 加 高 91,419 91,419

844,489 844,489

1,078,317 1,078,317

中 間 （ 当 期 ） 純 利 益 67,316 174,494

配 当 金 64,629 64,629

合 併 に よ る 減 少 高 91,419 91,419

989,585 1,096,763

当中間連結会計期間 （自　平成１８年４月　１日     至　平成１８年９月３０日)

資本金 資本剰余金 利益剰余金 株主資本合計

1,870,500 844,489 1,096,763 3,810,032

剰余金の配当 △ 64,621 △ 64,621

中間純利益 155,634 155,634

自己株式の取得 △ 90

株主資本以外の項目の中間連結
会計期間中の変動額（純額）

91,013 90,923

1,870,500 844,489 1,187,776 3,900,955

その他有価証券
評価差額金

繰延ヘッジ損益
為替換算
調整勘定

55,922 △ 164,234 33,598 3,735,318

剰余金の配当 △ 64,621

中間純利益 155,634

自己株式の取得 △ 90

株主資本以外の項目の中間連結
会計期間中の変動額（純額） △ 14,071 △ 1,755 △ 6,561 △ 621 △ 23,008

△ 14,071 △ 1,755 △ 6,561 △ 621 67,915

41,851 △ 1,755 △ 170,795 32,977 3,803,233

少数株主持分 純資産合計

中 間 連 結 株 主 資 本 等 変 動 計 算 書

中間連結会計期間中の変動額合計 △ 22,387

平成１８年３月３１日残高 △ 108,312

中間連結会計期間中の変動額

平成１８年９月３０日残高 △ 130,699

△ 22,387

△ 1,810

評価・換算差額等

△ 90

株主資本

△ 1,720

△ 90

連 結 剰 余 金 計 算 書

金　　　　額

前連結会計年度比

利 益 剰 余 金 期 首 残 高

利 益 剰 余 金 増 加 高

資 本 剰 余 金 増 加 高

科　　　　　　目

（ 資 本 剰 余 金 の 部 ）

資 本 剰 余 金 期 首 残 高

資本剰余金中間（当）期末残高

（ 利 益 剰 余 金 の 部 ）

（単位：千円未満四捨五入）

利 益 剰 余 金 減 少 高

利益剰余金中間（当）期末残高

平成１８年３月３１日残高

中間連結会計期間中の変動額

中間連結会計期間中の変動額合計

平成１８年９月３０日残高

評価・換算差額
等合計

自己株式
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自　平成１８年４月　１日 自　平成１７年４月　１日 自　平成１７年４月　１日
至　平成１８年９月３０日 至　平成１７年９月３０日 至　平成１８年３月３１日

税金等調整前中間（当期）純損益 266,037 201,323 64,714 401,795
減 価 償 却 費 200,401 234,194 △  　33,793 480,137

役 員 退 職 慰 労 引 当 金 増 減 額 △  　58,250 58,250 △  　58,250

退 職 給 付 引 当 金 増 減 額 △  　19,473 25,229 △  　44,702 46,398

特 別 退 職 金 7,438 △  　7,438 7,438

工 場 移 転 補 償 金 △  　530,000

減 損 損 失 69,448 △  　69,448 69,448

工 場 移 転 費 用 28,601 28,601 492,777

貸 倒 引 当 金 の 増 減 額 49,785 3,625 46,160 △  　21,790

賞 与 引 当 金 の 増 減 額 905 △  　1,703 2,608 △  　2,369

投 資 有 価 証 券 売 却 益 △  　20,561 △  　20,561

投 資 有 価 証 券 売 却 損 10,159 10,159

固 定 資 産 除 却 損 14,369 10,638 3,731 44,492

受 取 利 息 及 び 受 取 配 当 金 △  　5,279 △  　4,167 △  　1,112 △  　5,470

支 払 利 息 22,773 19,994 2,779 44,725

為 替 差 損 益 2,313 △  　45,509 47,822 △  　85,902

持 分 法 に よ る 投 資 損 益 6,062 △  　1,477 7,539 △  　3,510

売 上 債 権 の 増 減 額 △  　1,413,133 △  　319,264 △  　1,093,869 △  　483,655

た な 卸 資 産 の 増 減 額 △  　321,699 48,156 △  　369,855 300,335

そ の 他 流 動 資 産 の 増 減 額 △  　21,130 20,391 △  　41,521 22,880

仕 入 債 務 の 増 減 額 991,969 △  　75,815 1,067,784 146,685

未 払 費 用 の 増 減 額 21,625 47,078 △  　25,453 27,227

そ の 他 流 動 負 債 の 増 減 額 △  　15,464 △  　30,351 14,887 △  　9,590

そ の 他 58,568 △  　58,568 △  　45,885

小　　　　　　　　　計 △  　201,740 209,546 △  　411,286 837,916

利 息 及 び 配 当 金 の 受 取 額 10,825 9,514 1,311 10,817

利 息 の 支 払 額 △  　22,950 △  　19,988 △  　2,962 △  　44,619

特 別 退 職 金 の 支 払 額 △  　7,438 7,438 △  　7,438

工 場 移 転 補 償 金 の 受 取 額 420,000 420,000 110,000

工 場 移 転 費 用 の 支 払 額 △  　247,283 △  　247,283 △  　120,159

法 人 税 等 の 支 払 額 △  　279,170 △  　35,719 △  　243,451 △  　45,229

△  　320,318 155,915 △  　476,233 741,288

投資有価証券の取得による支出 △  　3,175 △  　3,072 △  　103 △  　6,171
投資有価証券の売却による収入 65,249 65,249

有形固定資産の取得による支出 △  　216,555 △  　230,111 13,556 △  　262,665

有形固定資産の売却による収入 282 3,389 △  　3,107 6,100

関 係 会 社 清 算 に よ る 収 入 55,936 △  　55,936 55,936

そ の 他 の 投 資 の 増 減 3,283 4,529 △  　1,246 5,131

△  　150,916 △  　169,329 18,413 △  　201,669

短 期 借 入 れ に よ る 収 入 307,880 10,260 297,620

短期借入金の返済による支出 △  　270,000 △  　160,000 △  　110,000 △  　185,340

長期借入金の返済による支出 △  　2,142 △  　3,333 1,191 △  　5,475

自 己 株 式 の 取 得 に よ る 支 出 △  　90 △  　225 135 △  　702

配 当 金 の 支 払 額 △  　64,159 △  　64,071 △  　88 △  　64,241

△  　28,511 △  　217,369 188,858 △  　255,758

△  　1,043 7,306 △  　8,349 17,347

△  　500,788 △  　223,477 △  　277,311 301,208

1,789,660 1,488,452 301,208 1,488,452

1,288,872 1,264,975 23,897 1,789,660

連  結  キ  ャ  ッ  シ  ュ  ・  フ  ロ  －  計  算  書

科　　　　　　　　　　目

（単位：千円未満四捨五入）

Ⅵ．現金及び現金同等物の期首残高

Ⅴ．現金及び現金同等物の増減額

財務活動によるキャッシュ・フロ－     

投資活動によるキャッシュ・フロ－     

Ⅶ．現金及び現金同等物の期末残高

Ⅳ．現金及び現金同等物の換算差額

営業活動によるキャッシュ・フロ－     

Ⅰ．営業活動によるキャッシュ・フロ－

Ⅱ．投資活動によるキャッシュ・フロ－

Ⅲ．財務活動によるキャッシュ・フロ－

当中間連結会計期間 前中間連結会計期間 前中間連結会計期間比 前連結会計年度
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中間連結財務諸表作成の基本となる事項 

 

１．連結の範囲に関する事項 

連結した子会社は、理伸工業㈱、台湾理研電線(股)、理研電線有限公司、理研電子㈱、理研興産㈱、

理研加工㈱、理研電装㈱、理研特機㈱、㈱中越理研の９社であります。 

 

２．持分法の適用に関する事項 

関連会社は新藤興業製造廠有限公司であり、持分法を適用しております。 

 

３．連結子会社の決算日等に関する事項 

連結子会社の決算日は、中間連結決算日と同日であります。 

 

４．会計処理基準 

１）重要な資産の評価基準及び評価方法 

①有価証券 

その他有価証券 

時価のあるもの ： 中間決算日の市場価格等に基づく時価法によっております。 

また、売却原価は総平均法により算定しております。 

（評価差額は全部純資産直入法により処理しております。） 

時価のないもの ： 総平均法に基づく原価法によっております。 

②たな卸資産 

主として総平均法に基づく原価法によっております。 

 

２）重要な減価償却資産の減価償却の方法 

①有形固定資産 

定率法によっております（在外連結子会社は定額法）。但し、平成１０年４月１日以降に取得した建

物（建物付属設備は除く）については定額法によっております。 

 

②無形固定資産 

定額法によっております。但し、自社利用ソフトウェアについては、社内における利用可能期間（５

年）に基づく定額法によっております。 

 

３）重要な引当金の計上基準 

①貸倒引当金 

売掛金、貸付金等の債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率に

より、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上し

ております。 

 

②賞与引当金 

従業員の賞与支給に備えるため、子会社は当中間期に負担すべき支給見込額を計上しておりま

す。 
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③退職給付引当金 

当社の従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度末における退職給付債務及び年金資産

の見込額に基づき、当中間連結会計期間末において発生していると認められる額を計上しておりま

す。 

数理計算上の差異は、５年による定額法により、それぞれ発生の翌連結会計年度から費用処理す

ることとしております。 

過去勤務債務については、５年による定額法により費用処理しております。 

 

４）重要なリ－ス取引の処理方法 

リ－ス物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リ－ス取引について

は、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。 

 

５）重要なヘッジ会計の方法 

①ヘッジ会計の方法 

繰延ヘッジ処理を採用しております。なお為替変動リスクのヘッジについては振当処理の要件を充

たしているので振当処理をしております。 

②ヘッジ手段とヘッジ対象 

ヘッジ手段   ヘッジ対象 

１ 為替予約   外貨建売掛債権 

２ 金利スワップ       借入金 

③ヘッジ方針及びヘッジ有効性評価の方法 

為替及び金利の相場変動に伴うリスクの軽減を目的に、実需に基づく売掛債権・借入金を対象とし

て、通貨及び金利に係るデリバティブ取引を利用しております。 

また、デリバティブ取引に関する社内ルールに従って取引を行い、ヘッジ有効性の判定を含めて管

理しております。 

６）消費税等の会計処理 

税抜方式によっております。 

 

（貸借対照表の純資産の部の表示に関する事項） 

当中間連結会計期間より、「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」（企業会計基準委

員会 企業会計基準第５号 平成 17 年 12 月 9 日）及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会

計基準等の適用指針」（企業会計基準委員会 企業会計基準適用指針第８号 平成 17 年 12 月 9 日）

を適用しております。従来の資本の部の合計に相当する金額は 3,772,011 千円であります。なお、中間

連結財務諸表等規則の改正により、当中間連結会計期間における中間連結貸借対照表の純資産の部

については、改正後の中間連結財務諸表規則により作成しております。 

 

５．中間連結キャッシュ・フロ－計算書における資金の範囲 

中間連結キャッシュ・フロ－計算書上の現金及び現金同等物には、手許現金及び要求払い預金のほ

か、取得日から３カ月以内に償還期限の到来する流動性の高い、容易に換金可能であり、かつ、価値

変動について僅少なリスクしか負わない短期投資を計上しております。 

 

注記事項 

（中間連結貸借対照表関係） 
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中間連結会計期間末日満期手形 

中間連結会計期間末日満期手形の会計処理については、当中間連結会計期間の末日が休日でしたが、

満期日に決済が行われたものとして処理しております。当中間連結会計期間末日満期手形の金額は、次の

とおりであります。 

  受取手形    156,464 千円 

  支払手形    356,188 千円 
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（中間連結株主資本等変動計算書関係）
当中間連結会計期間（自　平成１８年４月　１日 至　平成１８年９月３０日）
１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

発行済株式
普通株式

自己株式
普通株式（注）

（注）１．普通株式の自己株式の株式数の増加303株は、単元未満株式の買取による増加であります。

２．配当に関する事項
配当金の支払

（リ－ス取引関係）

リ－ス物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リ－ス取引

１．リ－ス物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額及び中間(当)期末残高相当額

取 得 価 額 減価償却累 取 得 価 額 減価償却累 中 間 期 末 取 得 価 額 減価償却累 期 末
相 当 額 計額相当額 相 当 額 計額相当額 残高相当額 相 当 額 計額相当額 残高相当額

工具器具及び
備 品

２．未経過リ－ス料中間(当)期末残高相当額

前中間連結会計期間 前連結会計年度

8,937 千円 8,937 千円 8,937 千円

12,839 千円 21,776 千円 17,307 千円

３．支払リ－ス料及び減価償却費相当額
前中間連結会計期間 前連結会計年度

4,469 千円 4,469 千円 8,937 千円
4,469 千円 4,469 千円 8,937 千円

４．減価償却費相当額の算定方法

リ－ス期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっております。

（注）　取得価額相当額は、未経過リ－ス料中間(当)期末残高が有形固定資産の中間(当)期末残高等に占める割合が低いため、支払利子

　　　　込み法により算定しております。

（注）　未経過リ－ス料中間(当)期末残高相当額は、未経過リ－ス料中間(当)期末残高が有形固定資産の中間(当)期末残高等に占める割

　　　　合が低いため、支払利子込み法により算定しております。

当中間連結会計期間

44,686 13,973 

中間期末残
高 相 当 額

44,686 22,910 21,776 44,686 18,442 26,244

支 払 リ － ス 料

減価償却費相当額

１ 年 内

１ 年 超

当中間連結会計期間

30,713 

前連結会計
年度末株式数

前連結会計年度（平成１８年３月３１日）

（単位：千円）

当中間連結会計期間（平成１８年９月３０日） 前中間連結会計期間（平成１７年９月３０日）

10,145株 

21,550,000株 　－　 　－　

合　　計

当中間連結会計
期間末株式数

─  

当中間連結会計
期間減少株式数

─  

当中間連結会計
期間増加株式数

21,550,000株 

合　　計 9,842株 303株 ─  

21,550,000株 

9,842株 303株 ─  10,145株 

21,550,000株 

平成18年3月31日 平成18年6月28日

基準日 効力発生日
配当金の

総額
１株当たり

配当額

64,621千円 3.00円

決　　議

平成18年6月28日
定時株主総会

株式の種類

普通株式
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　１．その他有価証券で時価のあるもの

　２．中間連結会計期間及び前連結会計年度中に売却したその他有価証券

　３．時価のない有価証券の主な内容

（単位：千円）

 （３） その他

小　　計

92,608 143,538 50,930

（単位：千円）

当中間連結会計期間
（平成１８年９月３０日現在）

189,536 93,829

372,616 372,616 372,616

95,707

前連結会計年度

連結貸借対照表計上額

前中間連結会計期間

合　　計

－   －   －   

44,880 30,906 △ 13,974

－   －   －   

50,827 158,630 107,803

44,880 30,906 △ 13,974

－   －   －   

50,827 158,630 107,803

－   －   －   

前連結会計年度
（平成１８年３月３１日現在）

取得原価
連結貸借対
照表計上額

差　　　額

（単位：千円）

－   －   

（平成１７年９月３０日現在）

連結貸借対照表計上額

　　　非上場株式（店頭売買株式を除く）

（平成１８年３月３１日現在）

連結貸借対照表計上額
－   

（２） その他有価証券

44,034 114,253 70,219

－   44,880 34,150 △ 10,730

－   

－   

－   

70,219

－   －   －   －   

－   －   

連 結 貸 借 対 照表計上額
が取得原価を超えないもの

 （１） 株式

 （２） 債券 －   

－   －   

－   

 （３） その他

小　　計 －   

－   

61,660

－   －   －   44,880 34,150 △ 10,730

44,034 114,253

－   －   －   －   －   

連 結 貸 借 対 照 表 計上
額が取得原価を超えるもの

－   －   －   

 （１） 株式

 （２） 債券 －   

47,728 109,388

前中間連結会計期間
（平成１８年９月３０日現在） （平成１７年９月３０日現在）

取得原価
連結貸借対
照表計上額

差　　　額 取得原価

44,034 114,253 70,219

当中間連結会計期間

種　　　　類

有　価　証　券

（１） 満期保有目的の債券

差　　　額

47,728 109,388 61,660

連結貸借対
照表計上額

－   －   

65,596 20,561 10,159 － － － － － － 

売却額 売却益の合計額 売却損の合計額 売却額 売却益の合計額 売却損の合計額 売却額 売却益の合計額 売却損の合計額

前連結会計年度

（自　平成１７年４月　１日 至　平成１８年３月３１日）

当中間連結会計期間

（自　平成１８年４月　１日 至　平成１８年９月３０日）

前中間連結会計期間

（自　平成１７年４月　１日 至　平成１７年９月３０日）
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デリバティブ取引の契約額等、時価及び評価損益 

 

当中間連結会計期間（自 平成１８年４月１日  至 平成１８年９月３０日） 

ヘッジ会計を適用しており、時価の開示は省略しております。 

また、先物予約が付されていることにより、決済時における円貨額が確定している外貨建売掛債権で、

連結貸借対照表において当該円貨で表示されているものについては、開示の対象から除いております。 

 

前中間連結会計期間（自 平成１７年４月１日  至 平成１７年９月３０日） 

ヘッジ会計を適用しており、時価の開示は省略しております。 

また、先物予約が付されていることにより、決済時における円貨額が確定している外貨建売掛債権で、

連結貸借対照表において当該円貨で表示されているものについては、開示の対象から除いております。 

 

前連結会計年度（自 平成１７年４月１日  至 平成１８年３月３１日） 

ヘッジ会計を適用しており、時価の開示は省略しております。     

また、先物予約が付されていることにより、決済時における円貨額が確定している外貨建売掛債権で、

連結貸借対照表において当該円貨で表示されているものについては、開示の対象から除いております。 
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セグメント情報
　(1) 事業の種類別セグメント情報

平成１８年９月中間期　（　自 平成１８年４月１日　　至 平成１８年９月３０日） （単位：千円）

エレクトロニクス 電　　線　・ プラスチック

・光部品事業 ケ－ブル事業 事　業　他

7,640,367 1,305,736 642,188 9,588,291 ─　 9,588,291 

─　 ─　 ─　 ─　 ─　 ─　

7,640,367 1,305,736 642,188 9,588,291 ─　 9,588,291 

7,369,121 1,336,423 581,673 9,287,217 ─　 9,287,217 

271,246 △30,687 60,515 301,074 ─　 301,074 

平成１７年９月中間期　（　自 平成１７年４月１日　　至 平成１７年９月３０日） （単位：千円）

エレクトロニクス 電　　線　・ プラスチック

・光部品事業 ケ－ブル事業 事　業　他

5,577,737 1,049,240 577,904 7,204,881 ─　 7,204,881 

─　 ─　 ─　 ─　 ─　 ─　

5,577,737 1,049,240 577,904 7,204,881 ─　 7,204,881 

5,467,739 1,004,710 532,010 7,004,459 ─　 7,004,459 

109,998 44,530 45,894 200,422 ─　 200,422 

前連結会計年度　（　自 平成１７年４月１日　　至 平成１８年３月３１日） （単位：千円）

エレクトロニクス 電　　線　・ プラスチック

・光部品事業 ケ－ブル事業 事　業　他

11,617,187 2,223,056 1,124,224 14,964,467 ─　 14,964,467 

─　 ─　 ─　 ─　 ─　 ─　

11,617,187 2,223,056 1,124,224 14,964,467 ─　 14,964,467 

11,444,773 2,140,171 1,039,415 14,624,359 ─　 14,624,359 

172,414 82,885 84,809 340,108 ─　 340,108 

(注)　１．事業区分は、内部管理上採用している区分によっております。

　　　 ２．各事業の主な製品は以下のとおりであります。

　　　　　(1)エレクトロニクス・光部品事業………焼付塗装電線、電子部品用メッキ線、ステンレス線、電子部品・加工品、

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　光エレクトロニクス部品

　　　　　(2)電線・ケ-ブル事業…………………上記以外の電線・ケ-ブル

　　　　　(3)プラスチック事業他…………………プラスチック製品、金網等

連　　結

消去又は全社 連　　結

営 業 利 益

　　　 セグメント

(2)セグメント間の内部売上高又は振替高

　科　　目

売 上 高

(1) 外 部 顧 客 に 対 す る 売 上 高

計

売 上 高

計 消去又は全社

計

営 業 費 用

　　　 セグメント

　科　　目

(1) 外 部 顧 客 に 対 す る 売 上 高

計

営 業 費 用

営 業 利 益

(2)セグメント間の内部売上高又は振替高

　　　 セグメント
計 消去又は全社 連　　結

計

営 業 費 用

営 業 利 益

　科　　目

売 上 高

(1) 外 部 顧 客 に 対 す る 売 上 高

(2)セグメント間の内部売上高又は振替高
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　(2) 所在地別セグメント情報

平成１８年９月中間期　（自 平成１８年４月１日　至 平成１８年９月３０日） （単位：千円）

Ⅰ　売上高及び営業利益

7,204,637 2,383,654 9,588,291 ─　 9,588,291 

28,033 8,478 36,511 ( 36,511) ─　

7,232,670 2,392,132 9,624,802 ( 36,511) 9,588,291 

6,988,757 2,334,971 9,323,728 ( 36,511) 9,287,217 

243,913 57,161 301,074 ─　 301,074 

平成１７年９月中間期　（自 平成１７年４月１日　至 平成１７年９月３０日） （単位：千円）

Ⅰ　売上高及び営業利益

5,980,024 1,224,857 7,204,881 ─　 7,204,881 

25,939 5,807 31,746 ( 31,746) ─　

6,005,963 1,230,664 7,236,627 ( 31,746) 7,204,881 

5,781,222 1,254,983 7,036,205 ( 31,746) 7,004,459 

224,741 △24,319 200,422 ─　 200,422 

前連結会計年度　（自 平成１７年４月１日　至 平成１８年３月３１日） （単位：千円）

Ⅰ　売上高及び営業利益

12,176,866 2,787,601 14,964,467 ─　 14,964,467 

44,846 12,643 57,489 ( 57,489) ─　

12,221,712 2,800,244 15,021,956 ( 57,489) 14,964,467 

11,860,732 2,821,116 14,681,848 ( 57,489) 14,624,359 

360,980 △20,872 340,108 ─　 340,108 

(注)　１．地域は、地理的近接度により区分しております。

　　　 ２．本邦以外の区分に属する地域の内訳は次のとおりであります。

　　　　　　　アジア 台湾、香港

営 業 利 益

(1) 外 部 顧 客 に 対 す る 売 上 高

(2)セグメント間の内部売上高又は振替高

計

営 業 費 用

消去又は全社 連　　結
　科　　目

売 上 高

　　　　セグメント
日　　本 アジア 計

消去又は全社 連　　結
　科　　目

売 上 高

　　　　セグメント
日　　本 アジア 計

(1) 外 部 顧 客 に 対 す る 売 上 高

(2)セグメント間の内部売上高又は振替高

計

営 業 費 用

営 業 利 益

　　　　セグメント
日　　本 アジア 計 消去又は全社 連　　結

　科　　目

営 業 費 用

営 業 利 益

売 上 高

(1) 外 部 顧 客 に 対 す る 売 上 高

(2)セグメント間の内部売上高又は振替高

計
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　(3) 海外売上高

（単位：千円）

アジア その他 計

Ⅰ　海外売上高 3,027,108 5,790 3,032,898 

Ⅱ　連結売上高 ─　 ─　 9,588,291 

Ⅲ　海外売上高の連結売上高に占める
　　　割合

（単位：千円）

アジア その他 計

Ⅰ　海外売上高 1,747,269 5,650 1,752,919 

Ⅱ　連結売上高 ─　 ─　 7,204,881 

Ⅲ　海外売上高の連結売上高に占める
　　　割合

（単位：千円）

アジア その他 計

Ⅰ　海外売上高 3,800,647 28,714 3,829,361 

Ⅱ　連結売上高 ─　 ─　 14,964,467 

Ⅲ　海外売上高の連結売上高に占める
　　　割合

(注)　１．国又は地域は、地理的近接度により区分しております。
 　　  ２．各区分に属する主な国又は地域の内訳は次のとおりであります。
　　　　　（1) アジア … 台湾、香港、中国、タイ、シンガポ－ル　他
　　　　　（2) その他 … カナダ　他
 　 　 ３．海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。

平成１８年９月中間期　（自 平成１８年４月１日　至 平成１８年９月３０日）

前連結会計年度　（自 平成１７年４月１日　至 平成１８年３月３１日）

31.6 ％  0.0 ％  31.6 ％  

0.2 ％  25.6 ％  25.4 ％  

平成１７年９月中間期　（自 平成１７年４月１日　至 平成１７年９月３０日）

24.2 ％  0.1 ％  24.3 ％  
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(1)　生 産 実 績

　　　　　　期　別 当中間連結会計期間 前中間連結会計期間 前連結会計年度

自　平成１８年４月　１日 自　平成１７年４月　１日 自　平成１７年４月　１日

セグメントの名称
至　平成１８年９月３０日 至　平成１７年９月３０日 金　　額 比　　率 至　平成１８年３月３１日

ｴﾚｸﾄﾛﾆｸｽ・光部品事業 %

エレクトロニクス材料 6,775,673 4,668,222 2,107,451 45.1 9,847,743

電子部品・加工品 406,383 430,463 △ 24,080 △ 5.6 847,169

光ｴﾚｸﾄﾛﾆｸｽ部品 253,024 238,333 14,691 6.2 491,811

計 7,435,080 5,337,018 2,098,062 39.3 11,186,723

電線・ケ－ブル事業

電線・ケ－ブル 829,272 825,162 4,110 0.5 1,416,203

そ　　の　　他 175,925 55,919 120,006 214.6 109,124

計 1,005,197 881,081 124,116 14.1 1,525,327

プラスチック事業他

プラスチック製品 591,810 536,497 55,313 10.3 1,039,414

金　　網　　等 45,430 45,073 357 0.8 88,756

計 637,240 581,570 55,670 9.6 1,128,170

9,077,517 6,799,669 2,277,848 33.5 13,840,220
金額は販売価格によっております。

(2)　仕 入 実 績

　　　　　　期　別 当中間連結会計期間 前中間連結会計期間 前連結会計年度

自　平成１８年４月　１日 自　平成１７年４月　１日 自　平成１７年４月　１日

セグメントの名称
至　平成１８年９月３０日 至　平成１７年９月３０日 金　　額 比　　率 至　平成１８年３月３１日

ｴﾚｸﾄﾛﾆｸｽ・光部品事業 %

エレクトロニクス材料 24,058 22,509 1,549 6.9 38,172

電子部品・加工品 150,357 147,940 2,417 1.6 337,449

光ｴﾚｸﾄﾛﾆｸｽ部品 ─  864 △ 864 ―  864

計 174,415 171,313 3,102 1.8 376,485

電線・ケ－ブル事業

電線・ケ－ブル 327,839 205,575 122,264 59.5 466,292

そ　　の　　他 139,725 100,638 39,087 38.8 230,323

計 467,564 306,213 161,351 52.7 696,615

プラスチック事業他

プラスチック製品 ―  ―  ―  ―  ―  

金　　網　　等 ―  ―  ―  ―  ―  

計 ―  ―  ―  ―  ―  

641,979 477,526 164,453 34.4 1,073,100

金額は仕入価格によっております。

（単位：千円未満四捨五入）

生 産 、 受 注 及 び 販 売 の 状 況

（単位：千円未満四捨五入）

前中間連結会計期間比

合　　　　　　計

前中間連結会計期間比

合　　　　　　計
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(3)　受 注 実 績

　　　　　　期　別 当中間連結会計期間 前中間連結会計期間 前連結会計年度

自　平成１８年４月　１日 自　平成１７年４月　１日 自　平成１７年４月　１日

セグメントの名称
至　平成１８年９月３０日 至　平成１７年９月３０日 金　　額 比　　率 至　平成１８年３月３１日

ｴﾚｸﾄﾛﾆｸｽ・光部品事業 %

エレクトロニクス材料 7,112,180 4,720,250 2,391,930 50.7 9,967,639

電子部品・加工品 635,125 615,472 19,653 3.2 1,253,328

光ｴﾚｸﾄﾛﾆｸｽ部品 261,750 249,563 12,187 4.9 492,134

計 8,009,055 5,585,285 2,423,770 43.4 11,713,101

電線・ケ－ブル事業

電線・ケ－ブル 1,140,003 984,957 155,046 15.7 1,883,836

そ　　の　　他 268,433 152,895 115,538 75.6 338,589

計 1,408,436 1,137,852 270,584 23.8 2,222,425

プラスチック事業他

プラスチック製品 583,660 525,929 57,731 11.0 1,051,717

金　　網　　等 46,240 48,335 △ 2,095 △ 4.3 89,258

計 629,900 574,264 55,636 9.7 1,140,975

10,047,391 7,297,401 2,749,990 37.7 15,076,501

(4)　受 注 残 高

　　　　　　期　別 当中間連結会計期間 前中間連結会計期間 前連結会計年度

自　平成１８年４月　１日 自　平成１７年４月　１日 自　平成１７年４月　１日

セグメントの名称
至　平成１８年９月３０日 至　平成１７年９月３０日 金　　額 比　　率 至　平成１８年３月３１日

ｴﾚｸﾄﾛﾆｸｽ・光部品事業 %

エレクトロニクス材料 1,180,082 740,471 439,611 59.4 841,842

電子部品・加工品 85,440 66,097 19,343 29.3 63,792

光ｴﾚｸﾄﾛﾆｸｽ部品 39,500 41,400 △ 1,900 △ 4.6 30,700

計 1,305,022 847,968 457,054 53.9 936,334

電線・ケ－ブル事業

電線・ケ－ブル 230,994 217,687 13,307 6.1 128,310

そ　　の　　他 1,650 1,500 150 10.0 1,634

計 232,644 219,187 13,457 6.1 129,944

プラスチック事業他

プラスチック製品 85,958 75,832 10,126 13.4 98,293

金　　網　　等 2,200 4,223 △ 2,023 △ 47.9 2,153

計 88,158 80,055 8,103 10.1 100,446

1,625,824 1,147,210 478,614 41.7 1,166,724

（単位：千円未満四捨五入）

前中間連結会計期間比

合　　　　　　計

前中間連結会計期間比

合　　　　　　計

（単位：千円未満四捨五入）
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(5)　販 売 実 績

　　　　　　期　別 当中間連結会計期間 前中間連結会計期間 前連結会計年度

自　平成１８年４月　１日 自　平成１７年４月　１日 自　平成１７年４月　１日

セグメントの名称
至　平成１８年９月３０日 至　平成１７年９月３０日 金　　額 比　　率 至　平成１８年３月３１日

ｴﾚｸﾄﾛﾆｸｽ・光部品事業 %

エレクトロニクス材料 6,773,940 4,706,280 2,067,660 43.9 9,852,298

電子部品・加工品 613,477 631,912 △ 18,435 △ 2.9 1,272,073

光ｴﾚｸﾄﾛﾆｸｽ部品 252,950 239,545 13,405 5.6 492,816

計 7,640,367 5,577,737 2,062,630 37.0 11,617,187

電線・ケ－ブル事業

電線・ケ－ブル 1,037,319 896,372 140,947 15.7 1,884,628

そ　　の　　他 268,417 152,868 115,549 75.6 338,428

計 1,305,736 1,049,240 256,496 24.4 2,223,056

プラスチック事業他

プラスチック製品 595,995 531,547 64,448 12.1 1,034,874

金　　網　　等 46,193 46,357 △ 164 △ 0.4 89,350

計 642,188 577,904 64,284 11.1 1,124,224

9,588,291 7,204,881 2,383,410 33.1 14,964,467合　　　　　　計

前中間連結会計期間比

（単位：千円未満四捨五入）


